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高齢者の生活と健康に関する調査等の実施について 

 

 

１ 目的 

本調査は，「京都市民長寿すこやかプラン」策定に当たっての基礎資料とする

ため，無作為抽出した第１号被保険者及び第２号被保険者，並びに市内の全介護

サービス事業者を対象に，高齢者の実態や介護サービスの利用状況及び今後の利

用意向等を把握すること目的として，これまでから３年ごとに実施しているもの

である。 

 

２ 調査の概要 

  概要 

○ これまでどおり全市域単位の高齢者等の実態や介護サービスの利用状況等

を把握する。 

 

○ さらに，今回の実施に当たっては，「第５期プラン」（平成２４年度～２６

年度）において着手した，「京都市版地域包括ケアシステム」を構築するため

の取組を「第６期プラン」（平成２７年度～２９年度）において着実に推進す

るため，新たに，日常生活圏域単位の課題，支援ニーズを把握し，「第６期プ

ラン」へと反映させる。 

 

  日常生活圏域ニーズ調査 

○ 地域包括ケアの推進には，日常生活圏域ごとの課題，支援ニーズを的確に

把握し，より地域の実情に応じた各サービスの過不足のない整備目標量を検

討する等，計画的な介護基盤整備につなげ，地域で必要な介護サービス等が

確実に提供される体制づくりを進めることが重要である。 

 

○ そのため，国においては，介護保険事業計画の策定に当たり，介護サービ

ス等提供量見込みの算出に伴う地域や高齢者の課題等をより的確に把握す

るための手法として，身体機能・日常生活機能（ＡＤＬ,ＩＡＤＬ），認知症

状，疾病状況など，主に生活機能の面から地域に在住する高齢者の生活状況

を把握する「日常生活圏域ニーズ調査」の積極的な実施が推奨されている。 
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   調査の実施手法及び活用方法（案） 

  ア 調査の実施手法及び対象者等 

別紙参照 

   

  イ 活用方法 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

【参考１】本市の実施状況 

 前回調査（平成２２年度）の実施に当たっては，国から日常生活圏域ニーズ調査

の調査手法等，詳細について示された時期が遅く，アンケート実施までに十分に効

果を検証することができなかったことから，これまでと同様，全市域の高齢者を対

象とする無作為アンケート調査を実施した。 

【参考２】政令指定都市の実施状況（平成２４年１０月３１日京都市調べ） 

 ○ 第５期プラン策定に向けた「日常生活圏域ニーズ調査」を実施した都市 

   ８都市（札幌市，さいたま市，千葉市，相模原市，神戸市，岡山市， 

広島市，熊本市） 

 ○ 調査結果を第５期プランに反映させた都市 

   ４都市（相模原市，神戸市，岡山市，熊本市） 

【参考３】全国の実施状況 

厚生労働省が，全国の介護保険の保険者（全１，５８０保険者）を対象に，平成 

２４年６月に実施したアンケート調査結果における全国の実施状況等は次のとおり

である。 

○ 日常生活圏域ニーズ調査の実施状況 

・ 調査を実施した保険者 １，３２２保険者（８４．２％） 

 ○ 計画内容への反映状況 

  ・ 要介護者の推計に反映させた保険者 ２９６保険者（１８．９％） 

  ・ サービス見込み量の推計に反映させた保険者 ２３２保険者（１４．８％）

「京都市版地域包括ケアシステム」構築に向けた取組の着実な推進 

                            （２７年度～） 

 第６期プランに反映 

 ・日常生活圏域ごとに必要なサービス種別・サービス量の検討 

 ・地域の実情に応じた整備目標量の検討          （来年度） 

 調査により得た地域ごとの課題，支援ニーズの精査・分析  （今年度） 
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   検討課題 

ア 調査実施に当たっての検討課題 

（ア）調査項目等の検討 

○ 現在，第６期プランで策定する施策に反映するため，認知症や生きが

い活動等に関する新たな調査項目を検討中である。 

 

○ しかしながら，それらの新たな調査項目に，国が示す日常生活圏域ニ

ーズ調査の調査項目及び従来から経年的に把握している調査項目を加え

ると，設問数が膨大となりそれに伴う回収率の低下が懸念される。その

ため，本調査ではなく２年後に実施予定の「高齢社会実態調査」に設問

が可能な項目を検討するとともに，回答方法，選択肢等の検討を行って

いる。 

 

○ 送付数については，限られた予算の中で，可能な限り実態に近い調査

結果を得られるよう，検討を行っている。 

 

４ スケジュール（案） 

  平成２５年 ３月１５日    地域包括ケア推進ワーキンググループ開催 

                 → 調査にかかる概要説明 

         ６月       プロポーザル方式による調査委託業者の公募  

及び選定 

        ９月９日    本推進協議会開催 

                  → 調査に向けたスケジュール案等提示 

                  ９月下旬     地域包括ケア推進ワーキンググループ及び介護

保険事業計画ワーキンググループ開催 

                 →  調査方法・調査項目等について，事務局

案を提示・検討 

        １０月下旬    地域包括推進ケアワーキンググループ及び介護

保険事業計画ワーキンググループ開催 

                 →  調査方法・調査項目等について，案を確

定 

        １１月上旬   本推進協議会開催 

                 →  調査方法・調査項目の最終承認 

        １２月     調査アンケートの郵送及び回収（１箇月程度） 

  平成２６年 １月～     調査アンケートの集計・分析 

        ３月      集計結果のとりまとめ 

                本推進協議会への報告 

              ⇒第６期プラン策定に反映 



別紙 

   調査対象及び送付数について（案） 

 

【市民に対する調査】 

◇ 高齢者の生活と健康に関する調査 

種別 対象 送付数 
（参考）前回調査

【平成２２年度】

Ａ 高齢者一般 

  調査 

要介護（要支援）認定を

受けていない 65歳以上

の方 

  

 

送付数：4,000 人

回収数：2,541 人

回収率：63.5％人

Ｂ 居宅サービス

利用者調査 

介護保険の居宅サービス

を利用している 65 歳以

上の方 

   合計 

   約 5,750 人 

送付数：3,500 人

回収数：1,825 人

回収率：52.1％ 

Ｃ 居宅サービス

未利用者調査

要介護（要支援）認定を

受けているが，介護保険

の居宅サービスを利用し

ていない 65 歳以上の方 

   合計 

   約 2,900 人 

送付数：1,750 人

回収数：825 人 

回収率：47.1％ 

合  計 

 

送付数：9,250 人

回収数：5,191 人

回収率：56.1％ 

全市合計 15,200 人 

  

◇ 高齢期の生活と健康に関する意識調査 

種別 対象 送付数 
（参考）前回調査

【平成２２年度】

Ｄ 若年者調査 40歳以上65歳未満の方 全市 2,500 人 

送付数：3,000 人

回収数：1,387 人

回収率：46.2％ 

 

【事業者に対する調査】 

種別 対象者 送付数 
（参考）前回調査

【平成２２年度】

Ｅ 事業者調査 

京都市内でサービスを

提供する介護サービス

事業者 

全市約 1,700 事業者 

送付数： 

 1,295 事業者 

回収数： 

 1,018 事業者 

回収率：78.6％ 
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76 圏域

日常生活圏域を対象 

合計 

約 6,550 人 

日常生活圏域

ニーズ調査 





 



 



 



 



 



 



 



 










